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人事委員会公開口頭審理のはじまりにあたっての声明　

東京都教育委員会（都教委）が2003年10月23日に出した異常な通達（10･23通達）に端を発する、卒業式、入学式、そして周年行事（創立記念行事）における「君が代」斉唱不起立・不伴奏等を理由とした大量処分の延べ人数は、現在300名に及んでおり、さらに今年度入学式の不起立・不伴奏者に対する新たな処分が加わる見通しとなっています。

そしてこのような不当な大量処分に対し、処分撤回を求めるために東京都人事委員会への不服審査請求を行なわれており、本日新たに３名の請求が行われ、その総数は既に240名（80％）を超えました。

私たち被処分者の会は、こうした情勢下で自然発生的に結集した組織ですが、現在、延べ196名の不服審査請求を取りまとめて、都民のみならず全国の人々の関心を集める大量処分事件にふさわしい、公明正大なる人事委員会審理の開催、進行を求めてまいりました。

しかし東京都人事委員会は、大量の処分者を一括して審理する「併合審理」の実施を拒否し、全体を13グループに分割し、在来の小規模な審理室において公開口頭審理を進める決定を下しました。また、処分発令後一年間を経ても公開口頭審理が始まらず、遂には今春再び、新たな処分が強行されるという、問題ある事態となっています。

一方、これまで口頭審理に先立って、請求人と処分者・都教委との間で書面による審理が進行していましたが、都教委側からの大量の被処分者への反論書面はきわめて不誠実かつ不完全な内容で、証拠提出された書面も、核心に関わる文書提出を回避するのみならず、わずかに提出された文書も情報公開文書以上にスミ塗りの多い無意味な内容であり、公開の場でこの問題について争うことを回避する意図すら感じられる状況です。

こうした情勢下、ようやく本日、東京都人事委員会審理室において2004年２月に処分が発令された「周年行事グループ」のみの、第１回公開口頭審理が行われました。

私たちは、本日より開始された公開口頭審理の場を通じて、これまで密室で、特定の人間によって進められて来た「日の丸・君が代」強制の実態と問題点を白日の下にさらし、「公（おおやけ）」を語りつつ一部の勢力の人間たちに私物化されはじめた東京都の教育を、ふたたび都民の手に取り戻していく闘いを展開していきます。

2003年10月23日に出された都教委による通達（10･23通達）は、結果的には「日の丸・君が代」に関する事項のみならず、学校教育活動に関わるすべての事項について「職務命令」が出されることを許容する宣言となっており、あらゆる無言の圧力となって教職員にのしかかっています。

現在、東京の公立学校では、自らの信念に基づいて生徒一人ひとりに責任をもって教育にあたる本来の教職員の姿が、激しく変化してきています。すなわち、教育委員会と校長による監視と命令、そして業績評価におびえ、教育内容に関する自己決定の意思を放棄し、個人の責任を回避する風潮が高まっているのです。

ことの本質は「日の丸・君が代」だけの問題ではないのです。

私たちは都教委などによるこの不当な教育破壊を断じて許すことができません。ここで一連の暴挙を明らかにしていくとともに、憲法・教育基本法の保障する「思想・良心・信教・表現・学問」等の自由と民主主義を守るために、断固として闘い抜く決意を表明します。
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